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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の電極と、前記一対の電極に接して設けられた圧電材料を少なくとも有する圧電素
子であって、前記圧電材料はチタン酸バリウムを主成分とする結晶粒の集合体からなり、
前記集合体の結晶粒の中の少なくとも前記電極と接している結晶粒が、粒内に転位層を有
し、
　前記転位層を有する結晶粒のうち、前記電極に垂直方向の粒径Ｒが２μｍ以上である結
晶粒において、前記転位層の厚さＤがＲ以下であることを特徴とする圧電素子。
【請求項２】
　前記転位層が、同一の結晶粒の内部において同一方向に分極されていることを特徴とす
る請求項１に記載の圧電素子。
【請求項３】
　前記圧電材料の前記電極と接する表面部のヤング率が、圧電材料全体のヤング率より小
さいことを特徴とする請求項１または２に記載の圧電素子。
【請求項４】
　前記圧電材料がマンガン成分を含んでいることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか
に記載の圧電素子。
【請求項５】
　前記圧電材料がＣａ成分、Ｚｒ成分、及びＢｉ成分を含んでいることを特徴とする請求
項１乃至４のいずれかに記載の圧電素子。
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【請求項６】
　前記チタン酸バリウムを主成分とする結晶粒から構成される圧電材料は、
（Ｂａ１－ｘＣａｘ）ａ（Ｔｉ１－ｙＺｒｙ）Ｏ３

（０．９５≦ａ≦１．０５、０．０２≦ｘ≦０．３０、０．０２０≦ｙ≦０．０９５、ｙ
≦ｘ）であることを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の圧電素子。
【請求項７】
　前記圧電材料の厚さは５０μｍ以上１０ｍｍ以下であることを特徴とする請求項１乃至
６のいずれかに記載の圧電素子。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかに記載の圧電素子を配した振動部を備えた液室と、前記液室
と連通する吐出口を有する液体吐出ヘッド。
【請求項９】
　請求項１乃至７のいずれかに記載の圧電素子を配した振動体と、前記振動体と接触する
移動体を有する超音波モータ。
【請求項１０】
　請求項１乃至７のいずれかに記載の圧電素子を配した振動体を有する塵埃除去装置。
【請求項１１】
　請求項１０記載の塵埃除去装置を搭載した光学デバイス。
【請求項１２】
　請求項１乃至請求項７記載のいずれか一項に記載の圧電素子を備えた、超音波振動子、
圧電アクチュエータ、圧電センサ、強誘電メモリ、いずれかのデバイス。
【請求項１３】
　請求項１乃至請求項７記載のいずれか一項に記載の圧電素子を備えたデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電素子、液体吐出ヘッド、超音波モータおよび塵埃除去装置に関する。特
に局所的に転位層を導入することによって圧電定数を向上させた非鉛系圧電素子に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　圧電材料は、ペロブスカイト構造を有するチタン酸ジルコニウム酸鉛（以下「ＰＺＴ」
という）のような鉛系のセラミックスが一般的である。
【０００３】
　しかしながら、ＰＺＴはペロブスカイト構造のＡサイトに鉛を含有する。そのために、
鉛成分の環境に対する影響が問題視されている。この問題に対応するために、鉛を含有し
ないペロブスカイト型酸化物を用いた圧電材料の提案がなされている。
【０００４】
　代表的な非鉛ペロブスカイト型圧電材料として、一般式ＢａＴｉＯ３（以下「ＢＴＯ」
という）で表されるチタン酸バリウムがある。
【０００５】
　例えば、特許文献１には２段階の焼成温度で焼結することにより平均粒径が１から２μ
ｍで最大粒径が５μｍに抑制された、高い圧電定数を示すＢＴＯセラミックスが開示され
ている。しかしながら、ＢＴＯセラミックスを用いた圧電素子の歪み量は未だ十分なもの
ではなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－１５０２４７号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、このような課題に対処するためになされたものであって、圧電定数を向上さ
せた圧電素子を提供するものである。また本発明は、前記圧電素子を用いた液体吐出ヘッ
ド、超音波モータおよび塵埃除去装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決する圧電素子は、一対の電極と、前記一対の電極に接して設けられた
圧電材料を少なくとも有する圧電素子であって、前記圧電材料はチタン酸バリウムを主成
分とする結晶粒の集合体からなり、前記集合体の結晶粒の中の少なくとも前記電極と接し
ている結晶粒が、粒内に転位層を有し、
　前記転位層を有する結晶粒のうち、前記電極に垂直方向の粒径Ｒが２μｍ以上である結
晶粒において、前記転位層の厚さＤがＲ以下であることを特徴とする。
　上記の課題を解決するための液体吐出ヘッドは、前記の圧電素子を用いた液体吐出ヘッ
ドである。
　上記の課題を解決するための超音波モータは、前記の圧電素子を用いた超音波モータで
ある。
　上記の課題を解決するための塵埃除去装置は、前記の圧電素子を用いた塵埃除去装置で
ある。
　上記の課題を解決するためのデバイスは、前記の圧電素子を用いた圧電素子を備えたデ
バイスである。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、圧電定数を向上させた圧電素子を提供することができる。
また、本発明は、前記圧電素子を用いた液体吐出ヘッド、超音波モータおよび塵埃除去装
置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の圧電素子の構成の一実施態様を示す概略図である。
【図２】本発明の液体吐出ヘッドの構成の一実施態様を示す概略図である。
【図３】本発明の超音波モータの構成の一実施態様を示す概略図である。
【図４】本発明の実施例１の圧電素子の電極近傍における断面をＳＴＥＭにて観察した像
である。
【図５】図４の深さ方向の画像強度プロファイルを示す図である。
【図６】比較例１の圧電素子の電極近傍における断面をＳＴＥＭにて観察した像である。
【図７】本発明の塵埃除去装置の一実施態様を示す概略図である。
【図８】本発明の図７における圧電素子の構成を示す概略図である。
【図９】本発明の塵埃除去装置の振動原理を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１２】
　本発明に係る圧電素子は、一対の電極と、前記一対の電極に接して設けられた圧電材料
を少なくとも有する構成からなる。本発明は、前記圧電材料はチタン酸バリウムを主成分
とする結晶粒の集合体からなり、前記集合体の結晶粒の中の少なくとも前記電極と接して
いる結晶粒が、粒内に転位層を有することを特徴とする。なお、必ずしも電極と接してい
る全ての結晶粒において、粒内に転位層を有していなくともよい。電極と接している一部
の結晶粒において、粒内に転位層を有していれば効果を発揮する。
【００１３】
　図１は、本発明の圧電素子の構成の一実施態様を示す概略図である。
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【００１４】
　図１（ａ）に示すように、本発明の圧電素子４１０は、一対の電極４０１、４０２と、
前記一対の電極に接して設けられた圧電材料４０３を少なくとも有する。圧電材料４０３
の電極４０１との一部の界面近傍には転位層４０７を有する。具体的には、圧電材料４０
３はチタン酸バリウムを主成分とする結晶粒の集合体４０５からなる。前記集合体４０５
の結晶粒の中の電極と接している結晶粒４０４が、粒内に前記電極４０１、４０２と接し
ている転位層４０７を有する。
【００１５】
　一対の電極４０１、４０２は、厚み５ｎｍから２０００ｎｍ程度の導電層よりなる。そ
の材料は特に限定されず、圧電素子に通常用いられているものであればよい。例えば、Ｔ
ｉ、Ｐｔ、Ｔａ、Ｉｒ、Ｓｒ、Ｉｎ、Ｓｎ、Ａｕ、Ａｌ、Ｆｅ、Ｃｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ａｇ
、Ｃｕなどの金属およびこれらの酸化物を挙げることができる。一対の電極４０１、４０
２は、これらのうちの１種からなるものであっても、あるいはこれらの２種以上を積層し
てなるものであってもよい。一対の電極４０１、４０２が、それぞれ異なる材料であって
も良い。
【００１６】
　電極の製造方法は限定されず、金属ペーストの焼き付けにより形成しても良いし、スパ
ッタ、蒸着法などにより形成してもよい。また電極を所望の形状にパターニングして用い
ても良い。
【００１７】
　圧電材料４０３は結晶粒の集合体４０５からなる。結晶粒の集合体とは、多結晶と同義
である。図１（ｂ）は、図１（ａ）に示した圧電素子４１０の電極近傍を拡大して示す概
略図である。図１（ａ）における圧電材料４０３は、図１（ｂ）においては結晶粒の集合
体４０５に相当する。ここで言う結晶粒とは電極４０１に接する結晶粒４０４と、電極４
０１と接しない結晶粒４０９のことである。
【００１８】
　圧電材料４０３を構成する各々の結晶粒は、チタン酸バリウムを主成分とする。すなわ
ち、圧電材料４０３自体もチタン酸バリウムを主成分とする。前記チタン酸バリウムは、
一般式ＢａＴｉＯ３で表されるようなＡＢＯ３型のペロブスカイト結晶であることが好ま
しい。
【００１９】
　主成分とは、圧電特性を発現するための主体成分がチタン酸バリウムであるという意味
である。例えば、マンガンのような特性調整成分や製造上含まれてしまう不純成分が圧電
材料または結晶粒に含まれていても良い。
【００２０】
　具体的には、圧電材料４０３または結晶粒に含有されるチタン酸バリウムの含有量は、
９５質量％以上、好ましくは９７質量％以上、さらに好ましくは９９質量％以上９９．９
６質量％以下である。圧電材料４０３に含有されるチタン酸バリウム以外の成分は５質量
％未満に留めることが望ましい。圧電特性に寄与しない成分が５質量％を超えると、圧電
材料４０３全体の圧電性が不十分となるおそれがある。
【００２１】
　チタン酸バリウムのバリウム（Ｂａ）サイトを別の二価金属や擬似二価金属で一部置換
していても良い。Ｂａサイトを置換できる二価金属の例としては、Ｃａ、Ｓｒなどが挙げ
られる。Ｂａサイトを置換できる擬似二価金属としては、（Ｂｉ０．５Ｎａ０．５）、（
Ｂｉ０．５Ｋ０．５）、（Ｂｉ０．５Ｌｉ０．５）、（Ｌａ０．５Ｎａ０．５）、（Ｌａ

０．５Ｋ０．５）、（Ｌａ０．５Ｌｉ０．５）などが挙げられる。Ｂａサイトを別の二価
金属や擬似二価金属で一部置換する際の置換率は２０ａｔｍ％以下、好ましくは１０ａｔ
ｍ％以下である。置換率が２０ａｔｍ％を超えると、チタン酸バリウムが固有する高い圧
電特性が充分に得られないおそれがある。
【００２２】
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　チタン酸バリウムのチタン（Ｔｉ）サイトを別の四価金属や擬似四価金属で一部置換し
ていても良い。Ｔｉサイトを置換できる四価金属の例としては、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｓｉ、Ｓｎ
、Ｇｅなどが挙げられる。Ｔｉサイトを置換できる擬似四価金属の例としては、二価金属
と五価金属の組み合わせ（Ｍ２＋

１／３Ｍ５＋
２／３）や三価金属と五価金属の組み合わ

せ（Ｍ３＋
１／２Ｍ５＋

１／２）、三価金属と六価金属の組み合わせ（Ｍ３＋
２／３Ｍ６

＋
１／３）などが挙げられる。より好ましくは、Ｔｉ元素である。

【００２３】
　本発明の圧電材料４０および圧電材料を構成する結晶粒に好適な組成として、（Ｂａ１

－ｘＣａｘ）ａ（Ｔｉ１－ｙＺｒｙ）Ｏ３（０．９５≦ａ≦１．０５、０．０２≦ｘ≦０
．３０、０．０２０≦ｙ≦０．０９５、ｙ≦ｘ）が挙げられる。前記組成による圧電材料
は広い温度領域で安定的に圧電駆動する。
【００２４】
　本発明において、「転位」とは、線状の結晶欠陥の一種を表す。結晶は原子面（すべり
面）に沿ってすべることで塑性変形する。このとき、すべり面上の全原子が一斉にずれる
のではなく、各々の原子がわずかにずれて局所的にすべりが進行し、最終的に全域がすべ
る。
【００２５】
　すでにすべった領域とまだすべっていない領域の境界には、局所的な原子配列の乱れが
生じる。この部分が転位である。転位は線状に連続してつながっているため、転位線と呼
ばれることもある。
【００２６】
　本発明における「転位層」とは、転位が高密度に集積されている領域をさす。
【００２７】
　転位は局所的に原子配列が乱れた部分なので、１次元的な結晶粒界の作用をもつとみな
すことができる。転位層の内部は、高密度の転位と、転位によって（完全に囲まれている
わけではないが）区分された領域から構成される。すなわち転位層は、転位によって擬似
的に小粒径化された領域とみなすことができる。したがって、局所的な転位層によって圧
電定数が増加する。
【００２８】
　転位層は機械的強度の低下につながる恐れがある。しかし、転位層が電極に接している
ことで、電極でキャップされて強度は保たれる。
【００２９】
　転位および転位層を観察する手段の一例として、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）がある。
転位の周辺は局所的に結晶格子が歪んでいる。すなわち、転位がない部分と転位の周辺部
分とでは、電子線に対する結晶方位がわずかに異なっている。したがって、明視野像や暗
視野像などの回折コントラストを反映する観察法によって、転位は容易に確認できる。
【００３０】
　また、転位は走査透過型電子顕微鏡（ＳＴＥＭ）を用いても観察することができる。Ｓ
ＴＥＭではカメラ長を変えることによって、検出器に取り込まれる電子の散乱角度範囲を
変えることができる。高角度に散乱された電子を取り込むと、試料の原子番号を反映した
像（Ｚコントラスト像）が得られる。一方、低角度に散乱された電子を取り込むと、回折
コントラストを反映した像が得られる。これは、強度の強い低指数の回折波が、直接検出
器に取り込まれているためである。したがって、カメラ長を調整して観察することで、転
位は容易に確認できる。
【００３１】
　前記電極４０１と接する結晶粒４０４は、研磨などで得られた平滑面で電極４０１と接
していることが好ましい。その場合、電極４０１に垂直方向で測長した結晶粒４０４の深
さは、研磨前の粒径より小さくなる。ここで、電極に対して垂直方向に測長した各結晶粒
の深さを、垂直方向の粒径Ｒとする。また、転位層の厚さＤを、図１（ｂ）に示す様に、
転位層４０７の電極側からの長さで表す。
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【００３２】
　本発明において、前記転位層を有する結晶粒のうち、前記電極に垂直方向の粒径Ｒが２
μｍ以上である結晶粒において、前記転位層の厚さＤがＲ以下であること望ましい。先述
したように、本発明の効果は転位層によって擬似的に小粒径化することで得られる。粒径
Ｒが２μｍより小さい場合は、もともと粒径が小さいため本発明における転位層の効果が
顕著に現れない。また、より好ましくは前記転位層の厚さＤが１２０ｎｍ以上、Ｒ以下で
あることが望ましい。１２０ｎｍよりも小さいと、転位層の効果が充分に発揮されない恐
れがある。
【００３３】
　すなわち、本発明による圧電素子は、少なくとも一対の電極と圧電材料よりなる圧電素
子であって、前記圧電材料はチタン酸バリウムを主成分とする結晶粒の集合体であり、前
記電極と接するチタン酸バリウムを主成分とする結晶粒のうち、電極に垂直方向の粒径Ｒ
が２μｍ以上である結晶粒において、前記結晶粒が粒内に転位層を有している。
【００３４】
　なお、必ずしも電極と接している粒径Ｒが２μｍ以上の全ての結晶粒において、粒内に
転位層を有していなくともよい。電極と接している粒径Ｒが２μｍの一部の結晶粒におい
て、粒内に転位層を有していれば効果を発揮する。また、前記電極と接しており、かつ前
記粒径Ｒが２μｍ未満となる結晶粒が一部存在していてもよく、この相対的に小さな結晶
粒に転位層４０７が存在していてもよい。
【００３５】
　また、電極に接する結晶粒の全体に転位層が存在し、更にその転位層が電極側から見て
反対側の隣接結晶粒まで連続して存在していてもよい。ただし、圧電材料を貫通して転位
層が存在すると、圧電材料の機械的強度が下がる（もろくなる）ため好ましくない。
【００３６】
　前記転位層を断面で観測したときの電極との接触部の長さは、３００ｎｍ以上であるこ
とが好ましい。
【００３７】
　また、前記転位層が、同一の結晶粒の内部において同一方向に分極されていることが好
ましい。同一の結晶粒内で分極方向が異なっていると、圧電特性を向上させるためには好
ましくない。
【００３８】
　また、前記圧電材料の前記電極と接する表面部のヤング率は圧電材料全体のヤング率よ
り小さいことが好ましい。一般的に、粒径が小さくなると、圧電体のドメインが小さくな
ることが知られている。また、ドメインが小さくなるとヤング率が小さくなることが知ら
れている。
【００３９】
　圧電定数ｄ３１は、下記の式１で定義される。
【００４０】
【化１】

【００４１】
　ここでｋ３１は電気機械結合係数、ｓＥ

１１は弾性コンプライアンス、εＴ
３３は誘電

率である。弾性コンプライアンスは、ヤング率の逆数である。したがって、ヤング率が小
さくなると弾性コンプライアンスは大きくなり、圧電定数が大きくなる。
【００４２】
　また、前記圧電材料がマンガン成分を含んでいることが好ましい。チタン酸バリウム成
分に対するマンガン成分の割合は、好ましくは０．０４質量％以上０．２０質量％以下で
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ある。より好ましくは０．０５質量％以上０．１７質量％以下である。前記圧電材料が前
記範囲のマンガン成分を含有すると、絶縁性や機械品質係数（Ｑｍ）が向上する。また、
脱分極による劣化も発生しにくくなる。マンガン成分の含有量が０．０４質量％未満では
マンガンの添加による効果を得られず、０．２０質量％をこえると圧電性に劣る六方晶の
チタン酸バリウムが混合するので、圧電材料全体の圧電性が不十分となるおそれがある。
【００４３】
　また、前記一対の電極の電極間距離、すなわち圧電材料の厚みは５０μｍ以上１０ｍｍ
以下であることが好ましい。前記平均値が５０μｍ未満であると、圧電素子として使用す
る場合の機械的強度が不足するおそれがある。一方、前記平均値が１０ｍｍよりも大きい
と、圧電材料全体に占める転位層の割合が小さくなりすぎるため、圧電定数向上の効果が
十分に得られない。
【００４４】
　以下に本発明の圧電素子の製造方法について説明する。
【００４５】
　本発明の圧電素子に用いる圧電材料は、少なくともバリウムとチタンを含む構成元素の
構成元素を含んだ酸化物、炭酸塩、硝酸塩、蓚酸塩などの固体粉末を常圧化で焼結する一
般的な手法を採用することができる。例えば、チタン酸バリウム原料粒子を焼結処理する
ことで得られる。前記チタン酸バリウム粒子が金属換算で０．０４質量％以上０．２０質
量％のマンガン成分を含有していると、焼結後の圧電材料の絶縁性やＱｍが向上する。
【００４６】
　ここで、チタン酸バリウム原料粒子において、マンガンがどのような状態で存在してい
るかは問わない。例えば、マンガンはチタン酸バリウムに固溶していても良い。あるいは
、マンガンは、金属単体、イオン、酸化物、金属塩、錯体などの形態でチタン酸バリウム
原料粒子に付着していても良い。
【００４７】
　チタン酸バリウム原料粒子には、チタン酸バリウムとマンガン以外の特性調整成分や合
成上の不純成分を含んでいても良い。不純成分としては、アルミニウム、カルシウム、ニ
オブ、鉄、鉛などの金属由来成分、ガラス成分および炭化水素系の有機成分などが挙げら
れる。不純成分の含有量は５質量％以下であることが好ましい。より好ましい不純成分の
含有量は、１質量％以下である。
【００４８】
　原料粒子の一次粒子としての粒径は、特に制限されない。ただし、高密度で均質な圧電
材料を得るために、望ましい一次粒子の平均粒径は５ｎｍ以上３００ｎｍ以下、好ましく
は５０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下である。一次粒子の粒径が小さすぎても大きすぎても、焼
結後の圧電材料の密度が不足するおそれがある。ここで、一次粒子とは粉体を構成してい
る粒子のうち、他と明確に分離できる最小単位の個体を表す。一次粒子が凝集して、より
大きな二次粒子を形成していても良い。高分子バインダーを用いた造粒工程により、意図
的に二次粒子を形成してもよい。
【００４９】
　本発明において、原料として用いられる粒子の製造方法は限定されない。マンガンが付
着したチタン酸バリウムの場合は、市販または合成済みのチタン酸バリウム粒子に後工程
でマンガン成分を添加して付着させれば良い。マンガン成分の添加方法は限定されないが
、マンガン成分はチタン酸バリウムの表面に均一に付着することが望ましい。その観点に
おいて、もっとも好ましい添加方法はスプレードライ法である。
【００５０】
　マンガンが固溶したチタン酸バリウムの場合は、マンガン成分をあらかじめ含ませたチ
タン酸バリウム前駆体を結晶化させて原料粒子を製造すれば良い。例えば、バリウム化合
物とチタン化合物を等モルで混合し、所望量のマンガン成分を添加して、１０００℃程度
で仮焼することでマンガン成分の固溶したチタン酸バリウム原料粒子を得られる。
【００５１】
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　ここで、原料粒子を製造する際に使用可能なバリウム化合物の例としては、炭酸バリウ
ム、シュウ酸バリウム、酸化バリウム、アルミン酸バリウム、各種のバリウムアルコキシ
ドが挙げられる。
【００５２】
　また、原料粒子を製造する際に使用可能なチタン化合物の例としては、酸化チタンが挙
げられる。
【００５３】
　また、原料粒子を製造する際に使用可能なマンガン成分の例としては、酸化マンガン、
二酸化マンガン、酢酸マンガン等のマンガン化合物が挙げられる。
【００５４】
　また、本発明の圧電材料の原料粒子にカルシウム成分を含ませる際に使用可能なカルシ
ウム成分の例としては、酸化カルシウム、炭酸カルシウム、蓚酸カルシウム、酢酸カルシ
ウムが挙げられる。
【００５５】
　また、本発明の圧電材料の原料粒子にジルコニウム成分を含ませる際に使用可能なジル
コニウム成分の例としては、酸化ジルコニウムが挙げられる。
【００５６】
　前記カルシウム成分およびジルコニウム成分はチタン酸バリウム原料粒子に固溶してい
ても良いし、混合物として添加されていても良い。
【００５７】
　その他、工業用として市販されているチタン酸バリウム、ジルコン酸バリウム、チタン
酸カルシウム、ジルコン酸カルシウムを用いて原料粒子を製造してもよい。
【００５８】
　チタン酸バリウム原料粒子は、所望の形状に成型されてから焼結処理されて結晶粒の集
合体よりなる圧電材料となる。
【００５９】
　本発明において、圧電材料の焼結方法は限定されない。焼結方法の例としては、電気炉
による焼結、通電加熱法、マイクロ波焼結法、ミリ波焼結法、熱間等方圧プレス（ＨＩＰ
）等が挙げられる。
【００６０】
　本発明において、圧電材料の焼結温度は限定されないが、チタン酸バリウムが充分に結
晶成長する温度である事が望ましい。好ましい焼結温度は、１０００℃以上１４５０℃以
下、好ましくは１３００℃以上１４００℃以下である。
【００６１】
　焼結処理により得られる圧電材料の特性を再現良く安定させるためには、焼結温度を上
記範囲内で一定にして１時間以上１２時間以下程度の焼結処理を行なうと良い。
【００６２】
　焼結された圧電材料は研磨によって所望の厚さに加工できる。研磨条件は限定されない
が、仕上げ工程は、コロイダルシリカを用いたバフ研磨とすることが望ましい。これは、
後の分極処理において、均質な電界を印加するために、平坦かつ欠陥の少ない表面が望ま
しいためである。バフ研磨により、ナノメーターオーダーの平滑面かつ巨視的な結晶欠陥
（転位も含む）がほぼ存在しない表面が得られる。
【００６３】
　研磨されたセラミックスは、分極処理のために一対の電極を成膜される。電極の成膜方
法は限定されず、金属ペーストの焼き付けにより形成しても良いし、スパッタ、蒸着法な
どにより形成してもよい。また分極工程の都合に応じて、所望の形状にパターニングして
も良い。
【００６４】
　本発明において、分極処理の条件は制限されないが、電界密度１ｋＶ／ｍｍ以上を印加
することが望ましい。また、放電を防ぐために絶縁性のシリコーンオイル中で分極処理を
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してもよい。
【００６５】
　本発明において、転位の導入のために分極処理に使用した電極を剥ぎ取る必要があるが
、剥ぎ取るための手法は特に限定されない。例えば、研磨であってもよく、エッチングで
あってもよい。金電極の場合、Ｉ２＋ＫＩ水溶液などの公知のエッチング液を用いること
ができる。
【００６６】
　本発明において、転位の導入のための手法は特に限定されない。例えば、研磨による手
法が挙げられる。粒度８００から２５００番程度の研磨紙を用いて表面を研磨すれば、表
面からの深さが１から５μｍ程度の転位層が導入される。
【００６７】
　転位層を導入した圧電材料に、再び一対の電極を成膜することで、本発明の圧電素子が
製造される。このときの一対の電極は、分極処理に使用した一対の電極と同様のものでよ
い。
【００６８】
　図２は、本発明の液体吐出ヘッドの構成の一実施態様を示す概略図である。図２（ａ）
、（ｂ）に示すように、本発明の液体吐出ヘッドは、本発明の圧電素子１０１を有する液
体吐出ヘッドである。圧電素子１０１は、第一の電極１０１１、局所的に転位層を導入し
た圧電材料１０１２、第二の電極１０１３を少なくとも有する圧電素子である。圧電材料
１０１２は、図２（ｂ）の如く、必要に応じてパターニングされている。
【００６９】
　図２（ｂ）は液体吐出ヘッドの模式図である。液体吐出ヘッドは、吐出口１０５、個別
液室１０２、個別液室１０２と吐出口１０５をつなぐ連通孔１０６、液室隔壁１０４、共
通液室１０７、振動板１０３、圧電素子１０１を有する。図において圧電素子１０１は矩
形状だが、その形状は、楕円形、円形、平行四辺形等の矩形以外でも良い。一般に、圧電
材料１０１２は個別液室１０２の形状に沿った形状となる。
【００７０】
　本発明の液体吐出ヘッドに含まれる圧電素子１０１の近傍を図２（ａ）で詳細に説明す
る。図２（ａ）は、図２（ｂ）に示された液体吐出ヘッドの幅方向での圧電素子の断面図
である。圧電素子１０１の断面形状は矩形で表示されているが、台形や逆台形でもよい。
【００７１】
　図中では、第一の電極１０１１が下部電極、第二の電極１０１３が上部電極として使用
されている。しかし、第一の電極１０１１と、第二の電極１０１３の配置はこの限りでは
ない。例えば、第一の電極１０１１を下部電極として使用しても良いし、上部電極として
使用しても良い。同じく、第二の電極１０１３を上部電極として使用しても良いし、下部
電極として使用しても良い。また、振動板１０３と下部電極の間にバッファ層１０８が存
在しても良い。
【００７２】
　なお、これらの名称の違いはデバイスの製造方法によるものであり、いずれの場合でも
本発明の効果は得られる。
【００７３】
　前記液体吐出ヘッドにおいては、振動板１０３が圧電材料１０１２の伸縮によって上下
に変動し、個別液室１０２の液体に圧力を加える。その結果、吐出口１０５より液体が吐
出される。本発明の液体吐出ヘッドは、プリンタ用途や電子デバイスの製造に用いる事が
出来る。
【００７４】
　振動板１０３の厚みは、１．０μｍ以上１５μｍ以下であり、好ましくは１．５μｍ以
上８μｍ以下である。振動板の材料は限定されないが、好ましくはＳｉである。振動板の
ＳｉにＢやＰがドープされていても良い。また、振動板上のバッファ層、電極層が振動板
の一部となっても良い。
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【００７５】
　バッファ層１０８の厚みは、５ｎｍ以上３００ｎｍ以下であり、好ましくは１０ｎｍ以
上２００ｎｍ以下である。
【００７６】
　吐出口１０５の大きさは、円相当径で５μｍ以上４０μｍ以下である。吐出口１０５の
形状は、円形であっても良いし、星型や角型状、三角形状でも良い。
【００７７】
　次に、本発明の圧電素子を用いた超音波モータについて説明する。
【００７８】
　図３は、本発明の超音波モータの構成の一実施態様を示す概略図である。
【００７９】
　本発明の圧電素子が単板からなる超音波モータを、図３（ａ）に示す。超音波モータは
、振動子２０１、振動子２０１の摺動面に不図示の加圧バネによる加圧力で接触している
ロータ２０２、ロータ２０２と一体的に設けられた出力軸２０３を有する。前記振動子２
０１は、金属の弾性体リング２０１１、本発明の圧電素子２０１２、圧電素子２０１２を
弾性体リング２０１１に接着する有機系接着剤２０１３（エポキシ系、シアノアクリレー
ト系など）で構成される。本発明の圧電素子２０１２は、不図示の第一の電極と第二の電
極によって挟まれた圧電材料で構成される。圧電材料には局所的に転位層が導入されてい
る。
【００８０】
　本発明の圧電素子に位相がπ／２異なる二相の交流電圧を印加すると、振動子２０１に
屈曲進行波が発生し、振動子２０１の摺動面上の各点は楕円運動をする。この振動子２０
１の摺動面にロータ２０２が圧接されていると、ロータ２０２は振動子２０１から摩擦力
を受け、屈曲進行波とは逆の方向へ回転する。不図示の被駆動体は、出力軸２０３と接合
されており、ロータ２０２の回転力で駆動される。
【００８１】
　圧電材料に電圧を印加すると、圧電横効果によって圧電材料は伸縮する。金属などの弾
性体が圧電素子に接合している場合、弾性体は圧電材料の伸縮によって曲げられる。ここ
で説明された種類の超音波モータは、この原理を利用したものである。
【００８２】
　次に、積層構造を有した圧電素子を含む超音波モータを図３（ｂ）に例示する。振動子
２０４は、筒状の金属弾性体２０４１に挟まれた積層圧電素子２０４２よりなる。積層圧
電素子２０４２は、不図示の複数の積層された圧電材料により構成される素子であり、積
層外面に第一の電極と第二の電極、積層内面に内部電極を有する。金属弾性体２０４１は
ボルトによって締結され、圧電素子２０４２を挟持固定し、振動子２０４となる。
【００８３】
　圧電素子２０４２に位相の異なる交流電圧を印加することにより、振動子２０４は互い
に直交する２つの振動を励起する。この二つの振動は合成され、振動子２０４の先端部を
駆動するための円振動を形成する。なお、振動子２０４の上部にはくびれた周溝が形成さ
れ、駆動のための振動の変位を大きくしている。
【００８４】
　ロータ２０５は、加圧用のバネ２０６により振動子２０４と加圧接触し、駆動のための
摩擦力を得る。ロータ２０５はベアリングによって回転可能に支持されている。
【００８５】
　次に、本発明の圧電素子を用いた塵埃除去装置について説明する。
【００８６】
　図７（ａ）および図７（ｂ）は本発明の塵埃除去装置の一実施態様を示す概略図である
。塵埃除去装置３１０は板状の圧電素子３３０と振動板３２０より構成される。振動板３
２０の材質は限定されないが、塵埃除去装置３１０を光学デバイスに用いる場合には透光
性材料や光反射性材料を振動板３２０として用いることができる。
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【００８７】
　図８は図７における圧電素子３３０の構成を示す概略図である。図８（ａ）と（ｃ）は
圧電素子３３０の表裏面の構成、図８（ｂ）は側面の構成を示している。圧電素子３３０
は図７に示すように圧電材料３３１と第１の電極３３２と第２の電極３３３より構成され
、第１の電極３３２と第２の電極３３３は圧電材料３３１の板面に対向して配置されてい
る。図示していないが、圧電材料３３１には局所的に転位層が導入されている。図８（ｃ
）において圧電素子３３０の手前に出ている第１の電極３３２が設置された面を第１の電
極面３３６、図８（ａ）において圧電素子３３０の手前に出ている第２の電極３３２が設
置された面を第２の電極面３３７とする。
【００８８】
　ここで、本発明における電極面とは電極が設置されている圧電素子の面を指しており、
例えば図８に示すように第１の電極３３２が第２の電極面３３７に回りこんでいても良い
。
【００８９】
　圧電素子３３０と振動板３２０は、図７（ａ）、（ｂ）に示すように圧電素子３３０の
第１の電極面３３６で振動板３２０の板面に固着される。そして圧電素子３３０の駆動に
より圧電素子３３０と振動板３２０との間に応力が発生し、振動板に面外振動を発生させ
る。本発明の塵埃除去装置３１０は、この振動板３２０の面外振動により振動板３２０の
表面に付着した塵埃等の異物を除去する装置である。面外振動とは、振動板を光軸方向つ
まり振動板の厚さ方向に変位させる弾性振動を意味する。
【００９０】
　図９は本発明の塵埃除去装置３１０の振動原理を示す模式図である。上図は左右一対の
圧電素子３３０に同位相の交番電界を印加して、振動板３２０に面外振動を発生させた状
態を表している。左右一対の圧電素子３３０を構成する圧電材料の分極方向は圧電素子３
３０の厚さ方向と同一であり、塵埃除去装置３１０は７次の振動モードで駆動している。
下図は左右一対の圧電素子３３０に位相が１８０°反対である逆位相の交番電圧を印加し
て、振動板３２０に面外振動を発生させた状態を表している。塵埃除去装置３１０は６次
の振動モードで駆動している。本発明の塵埃除去装置３１０は少なくとも２つの振動モー
ドを使い分けることで振動板の表面に付着した塵埃を効果的に除去できる装置である。
【００９１】
　前述したように本発明の圧電素子は、液体吐出ヘッド、超音波モータや塵埃除去装置に
好適に用いられる。
【００９２】
　本発明の転位層を含む非鉛系の圧電材料を用いることで、鉛を含む圧電材料を用いた場
合と同等以上のノズル密度、および吐出力を有する液体吐出ヘッドを提供出来る。
【００９３】
　本発明の転位層を含む非鉛系の圧電材料を用いることで、鉛を含む圧電材料を用いた場
合と同等以上の駆動力、および耐久性を有する超音波モータを提供出来る。
【００９４】
　また、本発明の転位層を含む非鉛系の圧電材料を用いることで、鉛を含む圧電材料を用
いた場合と同等以上の塵埃除去効率を有する塵埃除去装置を提供出来る。
【００９５】
　本発明の圧電材料は、液体吐出ヘッド、モータに加え、超音波振動子、圧電アクチュエ
ータ、圧電センサ、強誘電メモリ等のデバイスに用いることができる。
【実施例】
【００９６】
　以下に、比較例と実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。
【００９７】
　（実施例１）
　マンガンを添加した転位層を有する圧電素子の例を示す。
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【００９８】
　平均粒径１００ｎｍであるチタン酸バリウム粒子（堺化学社製、商品名ＢＴ－０１）の
表面にスプレードライヤー装置を用いて酢酸マンガン（ＩＩ）を付着させて、造粒粉を得
た。ＩＣＰ質量分析によると、この粉体におけるマンガンの含有量は０．１２質量％であ
った。マンガンの含有量は、スプレードライヤー装置への原料仕込み比により制御可能で
あった。造粒粉を金型内に充填し、圧縮することで成形体を作成した。
【００９９】
　得られた成形体を焼結して、セラミックス状の圧電材料を得た。焼成雰囲気は空気中と
した。まず、６００℃で３時間保持し、脱脂を行った。さらに、１３５０℃で５時間保持
し焼成した。昇温レートは１０℃／分とし、焼結温度より１０℃以上のオーバーシュート
が起こらないように電気炉の熱電対を調整した。
【０１００】
　上記のようにして得られた圧電材料について、Ｘ線回折測定（ＸＲＤ）、蛍光Ｘ線元素
分析（ＸＲＦ）、アルキメデス法による密度測定を実施した。その結果、圧電材料はチタ
ン酸バリウムを主体としたペロブスカイト型単一相の結晶であった。圧電材料全体に対す
るマンガンの含有量は金属換算で、０．１２質量％であった。圧電材料はチタン酸バリウ
ムの理論密度に対して９５％以上の良好な密度値を示した。
【０１０１】
　得られた圧電材料を、所望の厚さになるまで裏表両面を研磨した。研磨紙は、粒度８０
０番、粒度２０００番を順に用い、冷却用に蒸留水を使用した。仕上げ工程には、コロイ
ダルシリカ（粒径６０ｎｍ）を用いたバフ研磨を行った。研磨後の圧電材料の厚さは、１
２０μｍとした。
【０１０２】
　ＤＣスパッタリング法により、研磨後の圧電材料の表裏両面に金電極を成膜した。成膜
した電極の厚さは、Ａｕで１５０ｎｍであった。
【０１０３】
　電極を付けた圧電材料を分極処理した。分極条件は温度が１００℃、分極電界密度が直
流１ｋＶ／ｍｍ、電圧印加時間が３０分間とした。
【０１０４】
　分極処理後に、圧電材料をエッチング液（商品名：ＡＵＲＵＭ－１００、関東化学社製
）に浸漬して金電極を剥離した。次に電極剥離面を粒度２０００番の研磨紙で両面とも研
磨した。これにより、圧電材料の表面近傍に転位層が導入される。
【０１０５】
　この研磨面の両面にＤＣスパッタリング法で金／チタン電極を成膜した。チタンは圧電
材料側に設けられて、密着層の役割を果たす。成膜した電極の厚さは、Ｔｉ２０ｎｍおよ
びＡｕ１５０ｎｍであった。
【０１０６】
　以上の工程によって、転位層のある圧電素子を得た。
【０１０７】
　圧電特性の測定のために、この電極つきの円盤状のセラミックスを切断加工して、１２
ｍｍ×３ｍｍ×１２０μｍの短冊状とした。
【０１０８】
　得られた圧電素子の圧電定数およびヤング率の測定を行なった。具体的には、インピー
ダンス・アナライザ装置（アジレント社、商品名４２９４Ａ）を用いて、インピーダンス
の周波数依存性を測定した。そして、観測された共振周波数と反共振周波数より、ヤング
率（ＧＰａ）および圧電定数ｄ３１（ｐｍ／Ｖ）を求めた。圧電定数ｄ３１は負の値をと
る定数で、絶対値が大きいほど圧電性能が高いことを意味する。
【０１０９】
　得られた圧電素子のヤング率Ｙ１１は１１３ＧＰａ、圧電定数ｄ３１は７１ｐｍ／Ｖで
あった。
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【０１１０】
　図４は、得られた圧電素子の電極近傍における断面を上述のＳＴＥＭにて観察した像で
ある。図中で、一番上の層状の構造物が電極である。電極の下には結晶粒がある。結晶粒
の電極近傍に存在する、細く折れ曲がった線状の組織が転位（転位線）である。複数の転
位が複雑に絡み合って存在している領域が転位層である。なお、横方向の周期的な組織（
数１００ｎｍ幅の帯状）はドメインである。
【０１１１】
　また、図中の電極と接する結晶粒の電極に対して垂直方向の粒径Ｒは、１μｍから１０
μｍ程度に分布しており、過半数の結晶粒が２μｍ以上の粒径Ｒを有していた。
【０１１２】
　図５は、図４の画像の深さ方向の画像強度プロファイルである。転位層においては、画
像強度が強く（明るく）なっていることが確認できる。ここでの転位層の厚さは２．７μ
ｍである。
【０１１３】
　なお、ＥＤＸ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｖｅ　Ｘ－ｒａｙ　ｓｐｅｃｔｒｏｓ
ｃｏｐｙ）による組成分析を行ったところ、転位層がある領域と転位層がない領域の組成
差は確認されなかった。
【０１１４】
　（比較例１）
　マンガンを添加した転位層がない圧電素子の例を示す。
【０１１５】
　分極処理までは実施例１と同様の工程で作製し、研磨をしないで転位層のない圧電素子
を得た。圧電材料の形状は、１２ｍｍ×３ｍｍ×１２０μｍの短冊状とした。
【０１１６】
　図６は、得られた圧電素子の電極近傍における断面をＳＴＥＭにて観察した像である。
転位層がないことが確認できる。
【０１１７】
　得られた圧電素子のヤング率Ｙ１１は１２５ＧＰａ、圧電定数ｄ３１は６１ｐｍ／Ｖで
あった。
【０１１８】
　実施例１と比較例１から、実施例１の転位層の存在によってヤング率が下がり、圧電定
数が約１６％向上していることがわかる。なお、この測定によって得られるヤング率は、
試料全体の値である。ナノインデンテーションによって表面近傍の局所的なヤング率を計
測したところ、転位層のある箇所では、他の箇所と比較して局所的にヤング率が低下する
ことが確認された。
【０１１９】
　以上のように、転位層の導入によって圧電素子の圧電定数が向上することを確認した。
【０１２０】
　（実施例２）
　マンガンを添加していない転位層がある圧電素子の例を示す。
【０１２１】
　平均粒径１００ｎｍであるチタン酸バリウム粒子（堺化学社製、商品名ＢＴ－０１）を
原料粒子として、スプレードライヤー装置を用いて造粒粉を得た。実施例１とはマンガン
を添加していない点で異なっている。
【０１２２】
　以降の転位層の導入と電極作製の工程は、実施例１と同様にして、本発明の圧電素子を
得た。圧電材料の形状は、１２ｍｍ×３ｍｍ×１ｍｍの短冊状とした。実施例１と同様に
、断面をＳＴＥＭにて観察、ＸＲＤ測定、ＸＲＦ測定、密度測定を実施した。
【０１２３】
　その結果、実施例２の圧電素子に含まれる圧電材料はチタン酸バリウムを主体としたペ
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ロブスカイト型単一相の結晶であった。結晶粒の電極に対して垂直方向の粒径Ｒは、１μ
ｍから１０μｍ程度に分布しており、過半数の粒が２μｍ以上の粒径Ｒを有していた。そ
れら粒径Ｒが２μｍ以上の結晶粒には、転位層が厚さ１５０ｎｍ以上Ｒ以下に存在してい
た。また、圧電材料はチタン酸バリウムの理論密度に対して９５％以上の良好な密度値を
示した。
【０１２４】
　（比較例２）
　マンガンを添加していない転位層がない圧電素子の例を示す。
【０１２５】
　分極処理までは実施例２と同様の工程で作製し、転位層のない圧電素子を得た。圧電材
料の形状は、１２ｍｍ×３ｍｍ×１ｍｍの短冊状とした。
【０１２６】
　実施例２と比較例２の圧電素子について、実施例１と同様に圧電素子のインピーダンス
の周波数依存性を測定した。いずれの素子も分極反転が十分ではなかったために圧電定数
とヤング率を正確に求められなかったが、相対比較で実施例２は比較例２に対して圧電定
数が３％程度上昇していることが示唆された。
【０１２７】
　（実施例３）
　マンガンを添加した転位層がある小粒径粒子で構成される圧電素子の例を示す。
【０１２８】
　下記の焼結条件を適用した他は実施例１と同様にして本発明の圧電素子を得た。焼結条
件は、まず６００℃で３時間保持し、脱脂を行った。この後、１０１０℃まで１０℃／分
で昇温し、到達した１０１０℃で３時間保持した。
【０１２９】
　その後、２０℃／分で１４２０℃まで昇温し、１分保持後、２０℃／分で１０１０℃ま
で降温し、その後３時間の保持を行った。１０１０℃から１４２０℃へ昇温し、１４２０
℃から１０１０℃まで降温する工程を繰り返した。その後、１０１０℃で１０時間の保持
を行い、室温まで放冷で降温した。
【０１３０】
　このようにして、得られた圧電材料は、最高到達温度で保持する時間が短いため、比較
的小粒径となる。
【０１３１】
　以降の転位層の導入と電極作製の工程は、実施例１と同様にして、本発明の圧電素子を
得た。圧電材料の形状は、φ１０ｍｍ×１０ｍｍｔの円筒状とした。実施例１と同様に、
断面をＳＴＥＭにて観察、ＸＲＤ測定、ＸＲＦ測定、密度測定を実施した。
【０１３２】
　その結果、実施例３の圧電素子に含まれる圧電材料はチタン酸バリウムを主体としたペ
ロブスカイト型単一相の結晶であった。電極と接する結晶粒の電極に対して垂直方向の粒
径Ｒは、２μｍから５μｍ程度に分布しており、電極と接するほぼ全ての結晶粒が２μｍ
以上の粒径Ｒを有していた。それら粒径Ｒが２μｍ以上の結晶粒には、転位層が厚さ１２
０ｎｍ以上Ｒ以下に存在していた。また、圧電材料はチタン酸バリウムの理論密度に対し
て９７％以上の良好な密度値を示した。
【０１３３】
　（比較例３）
　マンガンを添加した転位層がない小粒径粒子で構成される圧電素子の例を示す。
【０１３４】
　分極処理までは実施例３と同様の工程で作製し、転位層のない圧電素子を得た。圧電材
料の形状は、φ１０ｍｍ×１０ｍｍｔの円筒状とした。
【０１３５】
　実施例３と比較例３の圧電素子について、ｄ３３メータ（Ｐｉｅｚｏ　Ｍｅｔｅｒ　Ｓ
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ｙｓｔｅｍ：ＰＩＥＺＯＴＥＳＴ社製）を用いて圧電特性を評価した。その結果、実施例
３の圧電定数ｄ３３は５００ｐｍ／Ｖ、比較例３の圧電定数ｄ３３は４８５ｐｍ／Ｖと転
位層の存在による圧電定数の向上傾向が観測された。
【０１３６】
　（実施例４）
　カルシウム成分およびジルコニウム成分を有するチタン酸バリウムであって、マンガン
を添加した転位層を有する圧電素子の例を示す。
【０１３７】
　平均粒径１００ｎｍであるチタン酸バリウム粒子（堺化学社製、商品名ＢＴ－０１）、
平均粒径が３００ｎｍであるチタン酸カルシウム粒子（堺化学社製、商品名ＣＴ－０３）
、平均粒径が３００ｎｍであるジルコン酸カルシウム粒子（堺化学社製、商品名ＣＺ－０
３）をモル比８５：１０：５で混合した。この混合粒子の表面にスプレードライヤー装置
を用いて酢酸マンガン（ＩＩ）を付着させて、造粒粉を得た。ＩＣＰ質量分析によると、
この粉体におけるマンガンの含有量は０．１８質量％であった。以後、実施例１と同様に
して転位層の導入と電極作製を行い、本発明の圧電素子を得た。ＸＲＦ測定によると、こ
の圧電素子に含まれる圧電材料の組成は（Ｂａ０．８５Ｃａ０．１５）（Ｔｉ０．９５Ｚ
ｒ０．０５）Ｏ３にマンガンを金属換算で０．１８質量％含有したものであることがわか
った。
【０１３８】
　圧電材料の形状は、１２ｍｍ×３ｍｍ×１ｍｍの短冊状とした。実施例１と同様に、断
面をＳＴＥＭにて観察、ＸＲＤ測定、ＸＲＦ測定、密度測定を実施した。
【０１３９】
　その結果、実施例４の圧電素子に含まれる圧電材料はチタン酸ジルコン酸カルシウムバ
リウムを主体としたペロブスカイト型単一相の結晶であった。結晶粒の電極に対して垂直
方向の粒径Ｒは、２μｍから８μｍ程度に分布しており、電極と接するほぼ全ての粒が２
μｍ以上の粒径Ｒを有していた。それら粒径Ｒが２μｍ以上の結晶粒には、転位層が厚さ
１８０ｎｍ以上Ｒ以下に存在していた。また、圧電材料はＢａ０．８５Ｃａ０．１５）（
Ｔｉ０．９５Ｚｒ０．０５）Ｏ３の理論密度に対して９７％以上の良好な密度値を示した
。
【０１４０】
　（比較例４）
　カルシウム成分およびジルコニウム成分を有するチタン酸バリウムであって、マンガン
を添加した転位層がない圧電素子の例を示す。
分極処理までは実施例４と同様の工程で作製し、転位層のない圧電素子を得た。圧電材料
の形状は、１２ｍｍ×３ｍｍ×１ｍｍの短冊状とした。
【０１４１】
　実施例４と比較例４の圧電素子について、実施例１と同様に圧電素子のインピーダンス
の周波数依存性を測定した。その結果、実施例４の圧電素子は比較例４の素子に対して４
％程度大きい圧電定数を示した。
【０１４２】
　（実施例５）
　実施例１と同じ圧電材料を用いて、図２に示される液体吐出ヘッドを作製した。入力し
た電気信号に追随したインクの吐出が確認された。
【０１４３】
　（実施例６）
　実施例１と同じ圧電材料を用いて、図３に示される超音波モータ作製した。交番電圧の
印加に応じたモータの回転挙動が確認された。
【０１４４】
　（実施例７）
　実施例１と同じ圧電材料を用いて、図７に示される塵埃除去装置を作製した。プラスチ
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ック製ビーズを散布し、交番電圧を印加したところ、良好な塵埃除去率が確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１４５】
　本発明によれば、圧電定数を向上させた圧電素子を提供することができる。本発明の圧
電素子は、環境に対してもクリーンなので、液体吐出ヘッドや超音波モータ等の圧電素子
を用いる機器に利用することができる。
【符号の説明】
【０１４６】
　１０１　圧電素子
　１０２　個別液室
　１０３　振動板
　１０５　吐出口
　１０６　連通孔
　１０７　共通液室
　１０８　バッファ層
　２０２　ローター
　２０５　ローター
　２０１、２０４　振動子
　２０１２　圧電素子
　２０４２　圧電素子
　４０１、４０２　電極
　４０３　圧電材料
　４０４　結晶粒
　４０５　集合体
　４０７　転位層
　４０９　結晶粒
　４１０　圧電素子
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